
平成１２年３月期　中間連結決算短信　　　　平成１１年１１月２９日

株式会社　ニ　　コ　　ン　　　　　　　上場取引所（所属部）　東証・大証（市場第一部）

コード番号　　７７３１

本社所在地　　東京都千代田区丸の内３丁目２番３号

問合せ先　　　責任者役職名　　コーポレートセンター広報部ゼネラルマネジャー
　　　　　　　氏　　　　名　　松　　岡　　憲　　夫　　　　　　　ＴＥＬ（０３）３２１６－１０３２

１．平成１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）本中間連結決算短信（添付資料を含む）中の百万円単位の
（１）経営成績　　　　　　　　　　  　　　　　表示金額は、百万円未満を切捨てています。

                        　　　　  対前年中間期    　　　　  対前年中間期    　　　　  対前年中間期
                        　売上高                  営業利益                  経常利益
                                  増　減　率　              増　減　率　              増　減　率

                        　　　　　百万円　　　％  　　　　　百万円　　　％  　　　　　百万円      ％
    平成11年９月中間期  　１６2,８４４  （　－）  　　　4,０５２　（　－）  　　　　６２０　（　－）

    平成11年３月期　　  　３０5,７６４  　　　　  　　△8,７４１　　　　　  　△１6,４９６

                        　　　　　　　　　  対前年中間期    　　１株当たり
                        中間（当期）純利益
                                            増　減　率　    中間（当期）純利益

                        　　　　　　　　　百万円　　　％　  　　　　円　　銭
    平成11年９月中間期  　　　　　　　1,７７８　（　－）　  　　　４　８１

    平成11年３月期　　  　　　　　△１8,２３２　　　　　　  　△４９　２９

　　（注）持分法投資損益　　平成11年９月中間期　９４百万円（平成11年３月期　９６百万円）
（２）財政状態

                        　　総　資　産　　  　　株主資本　　　  　株主資本比率　  １株当たり株主資本

                        　    　　  百万円  　　　　　　百万円  　　　　　　　％  　　　  円　　銭
    平成11年９月中間期  　４９0,８０３　　  　１６1,４５２　　  　　　　３2.９　  　４３６　４５

    平成11年３月期　　  　４７4,９６４　　  　１６0,９９０　　  　　　　３3.９　  　４３５　２０

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　　　連結子会社数　　３５社
　　　　非連結子会社数　２６社（うち持分法適用会社数　３社）
　　　　関連会社数　　　　９社
（４）会計処理の方法等の変更
　　１　連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　　　連　結（新規）　　　　２社
　　　　　　　　（除外）　　　　該当事項はありません。
　　　　　持分法　　　　　　　　該当事項はありません。
　　２　会計処理の方法の変更　　有
　　（注）平成１１年３月期より、税効果会計を適用しております。

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

                    　　　　売　上　高　　　　  　　　　経常利益　　　　  　　　　当期純利益

                    　　　　　　　  百万円      　　　　　　　百万円　　  　　　　　　　　百万円
    平成12年３月期  　　　３６0,０００　　　　  　　　　6,５００　　　　  　　　　　5,０００

　　（参考）１株当たり予想当期純利益　（連結）１３円５２銭　　（単独）１２円１６銭

〔参考〕当社（単独）の平成１１年９月中間期の業績 (平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日)
    　　　　　　　  対前年中間期  　  　　　　　　  対前年中間期  　  　　　　　　  対前年中間期
    　　　売上高　                    　営業利益　                    　経常利益
                    増　減　率　                    増　減　率　                    増　減　率

    　　　　　　　百万円　　　　％　  　　　　　　百万円　      ％　  　　　　　　百万円　      ％
    　　１３5,１６８　　（　5.９）　  　　　1,６２８　　（　　－）　  　　　2,０４９　  （　　－）

    　　　　　　　　　  対前年中間期
    中間（当期）純利益                  １株当たり中間純利益  　　総　資　産　　  　　株主資本
                        増　減　率

    　　　　　　　　百万円　　　　％　  　　　円　　　銭　　  　　　　　　百万円  　　　　　　百万円
    　　　　　1,１７１　　（　　－）　  　　３　　１７　　　  　３８3,３５１　　  　１４7,０１３



当中間期及び通期の業績の概況

当期上半期における経済環境は、米国においては、堅調な個人消費と設備投資に支えられて拡

大が続き、欧州においては、景気が底打ちし、回復傾向を示しました。また、アジアにおいても、

生産の回復と消費の底入れにより、総じて回復が見られました。

わが国においても、経済対策の効果により住宅投資が増加に転じ、個人消費も緩やかながらも

上向くなど、回復に向けた動きが一部に表れましたが、民間設備投資の大幅な減少基調が続き、

厳しい状況にありました。

当グループの関連する事業分野では、消費者用精密機器部門では、映像及び眼鏡製品は、円高

の影響を受けるとともに、国内市場において価格競争が激化しましたが、デジタルカメラが国内

外で高い評価をいただき、全体としては順調に売上げを伸ばしました。一方、産業用精密機器部

門では、半導体市況の好転等の環境変化が見られましたが、当上半期につきましては若干の回復

にとどまりました。

このような状況の下で、グループを挙げて収益体質の強化や、事業運営の効率化、市場対応力

の向上を目的とした経営構造改革に取り組みました。また、競争力のある新製品の迅速な開発及

び市場投入にも努めてまいりました。その結果、当上半期の連結売上高は１,6２８億４４百万円、

経常利益は６億２０百万円、中間純利益は１７億７８百万円となりました。

なお、事業分野別に見ますと、連結売上高は、消費者用精密機器部門では７５１億５８百万円、

産業用精密機器部門では８７６億８５百万円となりました。また、営業利益につきましては、消

費者用精密機器部門では４５億２０百万円の利益、産業用精密機器部門では４億６８百万円の損

失となり、全体では４０億５２百万円となっております。

通期の見通し

今後につきましては、欧州・アジア経済は回復傾向にありますが、米国経済の先行きに不透明

感が拭えず、わが国経済も、民間設備投資の調整局面が続いており、景気の早期回復は期待でき

ず、また、為替相場の動向も懸念されるなど、当グループを取り巻く経営環境は、依然として厳

しい状況にあります。

このような状況下、通期の見通しにつきましては、円高基調などまだ予断を許さない状況にあ

りますが、当社及びグループ各社は、固定費及び変動費の削減を初めとする収益体質強化のため

の各種施策の実施に加え、半導体関連機器事業の市況が回復基調となるなど前年に比べ業績が改

善する見込みであります。

なお、平成１２年３月期の業績は、連結売上高３,6００億円（前期比１7.７％増）、連結経常

利益６５億円、連結当期純利益５０億円を予想しております。



　　　　　　　　　　　　　　中間連結貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

  　　　　　　　　　　　　　　資　　　　　産  　　　　の　　　　　部

  　　　　　　　年　　度　  　　　　当中間期　　　　  （ご参考）　前　　期

                            （平成11年９月30日現在）  （平成11年３月31日現在）  　　増　　減

  　科　　目　　　　　　　  　　金　　額　　  構成比  　　金　　額　　  構成比  　（△は減）

                                              　　％                    　　％

  　流　動  資  産　　　　  　３２8,５８４　   67.0   　３０8,３８２　   65.0   　２0,２０２

  　　　現金及び預金　　　  　　２7,２４６　          　　２1,９９６　          　　5,２４９

  　　　受取手形及び売掛金  　１０4,３８３　          　１０0,８３６　          　　3,５４６

  　　　有価証券　　　　　  　　１8,６６７　          　　２0,６００　          　△1,９３２

  　　　棚卸資産　　　　　  　１５9,２９９　          　１５0,５７６　          　　8,７２３

  　　　繰延税金資産　　　  　　１4,２５９　          　　１0,０６５　          　　4,１９４

  　　　その他　　　　　　  　　　7,５４０　          　　　6,９１０　          　　　６３０

  　　　貸倒引当金　　　　  　　△2,８１２　          　　△2,６０３　          　　△２０９

  　固  定　資  産　　　　  　１５5,２０２　   31.6   　１６3,６１９　   34.4   　△8,４１６

  　　有形固定資産　　　　  　　９5,７９４　   19.5   　１０1,８６５　   21.4   　△6,０７１

  　　　建物及び構築物　　  　　３9,５０６　          　　４1,３７５　          　△1,８６９

  　　　機械装置及び運搬具  　　２6,０５５　          　　２8,１７３　          　△2,１１７

  　　　工具器具備品　　　  　　１1,３０９　          　　１3,００６　          　△1,６９７

  　　　土　地　　　　　　  　　１4,７８３　          　　１5,１７０　          　　△３８７

  　　　建設仮勘定　　　　  　　　4,１４０　          　　　4,１３９　          　　　　　１

  　　無形固定資産　　　　  　　　8,１７６　  　1.7   　　　1,２０３　  　0.3   　　6,９７３

  　　投資その他の資産　　  　　５1,２３１　   10.4   　　６0,５５０　   12.7   　△9,３１８

  　　　投資有価証券　　　  　　３9,８２６　          　　３9,０６１　          　　　７６５

  　　　繰延税金資産　　　  　　　4,１３８　          　　　5,７２８　          　△1,５８９

  　　　その他　　　　　　  　　　7,３１１　          　　１5,８０４　          　△8,４９２

  　　　貸倒引当金　　　　  　　　　△４４　          　　　　△４３　          　　　　△１

  　為替換算調整勘定　　　  　　　7,０１６　  　1.4   　　　2,９６３　  　0.6   　　4,０５３

  　　　合　　    計　　　  　４９0,８０３    100.0   　４７4,９６４    100.0   　１5,８３９

  　　有形固定資産の
                            　　　１６7,９１７　　　  　　　１６4,４１２　　　  　3,５０５
  　　減価償却累計額

  　　受取手形割引高　　　  　　　　　　　６３　　　  　　　　　　１１４　　　  　　△５０

  　　保証債務　　　　　　  　　　　１1,９３９　　　  　　　　１2,７２９　　　  　△７８９

  　　輸出手形割引高　　　  　　　  　1,９２９　　　  　　　　　2,２３６　　　  　△３０６

  　　自己株式数　　　　　  　　　　　5,９７４株　　  　　　　　2,４０７株　　  　3,５６７株



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

  　　　　　　　　　　　　　　負債の部、少数株主持分及び資本の部

  　　　　　　　年　　度　  　　　　当中間期　　　　  （ご参考）　前　　期

                            （平成11年９月30日現在）  （平成11年３月31日現在）  　　増　　減

  　科　　目　　　　　　　  　　金　　額　　  構成比  　　金　　額　　  構成比  　（△は減）

                                              　　％                    　　％

    　　〔負債の部〕　　　  　３２9,３３９　   67.1   　３１3,９５９　   66.1   　１5,３７９

  　流  動  負　債　　　　  　２１7,０６７　   44.2   　２０9,４０４　   44.1   　　7,６６３

  　　支払手形及び買掛金　  　　７3,４０９　          　　５3,９１３　          　１9,４９５

  　　短期借入金　　　　　  　　８1,９１８　          　　７7,１７５　          　　4,７４３

  　　コマーシャルペーパー  　　１4,０００　          　　３2,０００　          △１8,０００

  　　一年内償還社債　　　  　　１0,０００　          　　１0,０００　          　　　　　－

  　　未払法人税等　　　　  　　　1,２８３　          　　　　９１４　          　　　３６８

  　　未払費用　　　　　　  　　２5,４６６　          　　２3,７３０　          　　1,７３５

  　　繰延税金負債　　　　  　　　　２２６　          　　　　　　－　          　　　２２６

  　　その他　　　　　　　  　　１0,７６２　          　　１1,６６９　          　　△９０６

  　固　定　負　債　　　　  　１１2,２７１　   22.9   　１０4,５５５　   22.0   　　7,７１６

  　　社　債　　　　　　　  　　９0,０００　          　　８0,０００　          　１0,０００

  　　長期借入金　　　　　  　　２0,５２８　          　　２3,０９１　          　△2,５６２

  　　繰延税金負債　　　　  　　　　１５９　          　　　　　　－　          　　　１５９

  　　その他　　　　　　　  　　　1,５８４　          　　　1,４６４　          　　　１１９

  　　〔少数株主持分〕　　  　　　　　１２　  　0.0   　　　　　１４　    0.0   　　　　△１

    　　〔資本の部〕　　　  　１６1,４５２　   32.9   　１６0,９９０　   33.9   　　　４６１

  　　資本金　　　　　　　  　　３6,６６０　          　　３6,６６０　          　　　　　－

  　　資本準備金　　　　　  　　５1,９０９            　　５1,９０９            　　　　　－

  　　連結剰余金　　　　　  　　７2,８９３　          　　７2,４２３　          　　　４６９

  　　自己株式　　　　　　  　　　　△１１　          　　　　　△３　          　　　　△７

  　　　合　　    計　　　  　４９0,８０３　  100.0   　４７4,９６４　  100.0   　１5,８３９



　　　　　　　　中間連結損益及び剰余金結合計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

                                        　　　　　当中間期　　　　  （ご参考）　前　　期
  　　　　　　　　　　　年　　　度　　   　  自　平成11年４月１日    　  自　平成10年４月１日
                                             至　平成11年９月30日        至　平成11年３月31日
  　　科　　　目
                                        　　金　　額　　  　百分比  　　金　　額　　  　百分比

                                                          　　　％                    　　　％
  　　売　　上　　高　　　　　　　　　   　１６2,８４４　    100.0   　３０5,７６４　    100.0
  　　売　上　原　価　　　　　　　　　   　１０6,４１４　     65.3   　２０5,９８４　     67.4

  　　　　　　　売　上　総　利　益　　   　　５6,４２９　     34.7   　　９9,７８０　     32.6

  　　販売費及び一般管理費　　　　　　   　　５2,３７７　     32.2   　１０8,５２１　     35.5

  　　　　　　　営業利益又は損失（△）   　　　4,０５２　      2.5   　　△8,７４１　  △  2.9

  　　営　業　外　収　益
  　　　　受取利息及び配当金　　　　　   　　　　５７１　      0.3   　　　1,１５０　      0.4
  　　　　その他の営業外収益　　　　　   　　　3,７０１　      2.3   　　　6,１１９　  　  2.0
  　　営　業　外　費　用
  　　　　支払利息　　　　　　　　　　   　　　2,６３２　      1.6   　　　5,６４１　  　  1.8
  　　　　その他の営業外費用　　　　　   　　　5,０７２　      3.1   　　　9,３８４　  　  3.1

  　　　　　　　経常利益又は損失（△）   　　　　６２０　      0.4   　△１6,４９６　  △  5.4

  　　特　別　利　益
  　　　　固定資産売却益　　　　　　　   　　　　　３２　      0.0   　　　2,２８９　  　  0.8
  　　　　投資有価証券売却益　　　　　   　　　　　　－　            　　　　２９２　  　  0.1
  　　　　貸倒引当金戻入益　　　　　　   　　　　　　－　            　　　　　５７　  　  0.0
  　　特　別　損　失
  　　　　固定資産売却除却損　　　　　   　　　　３９９　      0.3   　　　1,００３　  　  0.3
  　　　　投資有価証券売却損　　　　　   　　　　　　－　            　　　　２３３　  　  0.1
  　　　　投資有価証券評価損　　　　　   　　　　　　－　            　　　　　５７　  　  0.0
  　　　　従業員早期退職加算金　　　　   　　　　　１９　      0.0   　　　2,２９６　  　  0.8

  　税金等調整前中間（当期）純利益　　   　　　　２３３　      0.1   　△１7,４４７　  △  5.7
  　　　　　　　　　  又は純損失（△）

  　　法人税、住民税及び事業税　　　　   　　　　６７６　      0.4   　　　1,４９８　  　  0.5
  　　法人税等調整額　　　　　　　　　   　　△2,２１９　  △  1.4   　　　△７０９　  △  0.2
  　　少数株主損失　　　　　　　　　　   　　　　　　１　  　  0.0   　　　　　　２　  　  0.0

  　中間（当期）純利益又は純損失（△）   　　　1,７７８　  　  1.1   　△１8,２３２　  △  6.0

  　　連結剰余金期首残高　　　　　　　   　　７2,４２３　            　　９1,２１０
  　　　　その他の剰余金期首残高　　　   　　　　　　－　            　　７7,６６９
  　　　　利益準備金期首残高　　　　　   　　　　　　－　            　　　4,８１４
  　　　　過年度税効果調整額　　　　　   　　　　　　－　            　　　8,７２５
  　　連結剰余金増加高
  　　　　連結子会社増加に伴う
  　　　　　　　　　剰余金の修正額　　   　　　　　　－　            　　　　９４８
  　　連結剰余金減少高
  　　　　配当金　　　　　　　　　　　   　　　1,１０９　            　　　1,４８１
  　　　　役員賞与　　　　　　　　　　   　　　　　　－　            　　　　　２０
  　　　　連結子会社増加に伴う
  　　　　　　　　　剰余金の修正額　　   　　　　１９８　            　　　　　　－

  　　連結剰余金中間期末（期末）残高　   　　７2,８９３　            　　７2,４２３



中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　：　３５社

主要会社名　：　（株）栃木ニコン、（株）水戸ニコン、（株）仙台ニコン、

ニコンカメラ販売（株）、Ｎikon Inc. 、Ｎikon　Ｐrecision Inc. 他

非連結子会社数　：　２６社（うち持分法適用会社数　３社）

主要会社名　：　（株）ニコンライフ、（株）ニコン・セールスプロモーション　他

関連会社数　　　：　９社

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結範囲　：

新　規　２社　Ｎikon Instruments S.p.A. 、　Ｎikon  Ｓvenska  ＡＢ

（重要性が増加したため）

除　外　該当事項はありません。

持分法適用会社　：　該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　・　親会社及び国内連結子会社      主として総平均法に基づく原価法

　　・　海外連結子会社                主として先入先出法に基づく低価法

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

・　主として移動平均法に基づく原価法

（３）有形固定資産の減価償却の方法

　　・　親会社及び国内連結子会社      建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外につ

 いては定率法

　　・　海外連結子会社                主として定額法

（会計方針の変更）

従来、親会社及び国内連結子会社の建物の減価償却方法については、定率法を採用して

おりましたが、当中間連結会計期間から建物附属設備を除く建物について定額法に変更

しております。

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は２６５百万円減少

し、経常利益及び税金等調整前中間純利益はそれぞれ１６５百万円増加しております。

（４）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）そ　の　他

１　税効果会計を適用しております。

２　親会社及び主な国内連結子会社は適格退職年金制度を採用しております。



＜注記事項＞

●　リース取引

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

当中間期　　　　　　（ご参考）前　　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  自　平成11年４月１日      自　平成10年４月１日

                                          至　平成11年９月30日      至　平成11年３月31日

「備品等」

１　取得価額相当額　　　　　　　　　１9,１４８百万円　　　　　２1,７７０百万円

減価償却累計額相当額　　　　  　　9,９４８百万円　　　　　１0,６１５百万円

中間期末（期末）残高相当額　　　　9,１９９百万円　　　　　１1,１５５百万円

２　未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

１年内　　　　　3,４２４百万円　　  　　　3,８６３百万円

１年超　　　　　5,７７５百万円　　  　　　7,２９１百万円

合　計　　　　　9,１９９百万円　　　　　１1,１５５百万円

３　支払リース料（減価償却費相当額）　2,０２６百万円　　　　　　4,７３５百万円

※　・　上記の取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、支払

利子込み法によって算定しております。

・　減価償却費相当額の計算は定額法によっております。

（２）オペレーティング・リース取引

当中間期　　　　　　（ご参考）前　　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  自　平成11年４月１日  　  自　平成10年４月１日

                                          至　平成11年９月30日      至　平成11年３月31日

未経過リース料

１年内　　　　　　８６２百万円　　  　　　　９５８百万円

１年超　　　　　　８８２百万円　　  　　　1,３６８百万円

合　計　　　　　1,７４４百万円　　　　　　2,３２６百万円



セグメント情報

≪事業の種類別セグメント情報≫
（単位：百万円）

                                        　　　　　　　　  自　平成１１年４月　１日
                                        　　　当中間期
                                                          至　平成１１年９月３０日

                                        消費者用  産業用　             消　　去
                                        精密機器  精密機器  　　計　   又は全社   連　結

  　　　売　　上　　高

  　　　（１）外部顧客に対する売上高　    75,158    87,685   162,844  　　－　   162,844

  　　　（２）セグメント間の内部売上高
  　　　　　　又は振替高　　　　　　　  　　　－  　　　－  　　　－  （　－）  　　　－

  　　　　　　　　　計　　　　　　　　  　75,158  　87,685   162,844  （　－）   162,844

  　　　営　業　費　用　　　　　　　　  　70,638  　88,153   158,791  （　－）   158,791

  　　　営業利益又は損失（△）　　　　  　 4,520  　△ 468  　 4,052  （　－）  　 4,052

（注）１．（１）事業区分の方法        製品の種類、販売市場の類似性等を考慮して行っており

 ます。

（２）各事業区分の主要製品

　　　　　　　　　消費者用精密機器        カメラ、眼鏡製品

　　　　　　　　　産業用精密機器          半導体関連機器、顕微鏡、測量機、測定機等

２．「中間連結財務諸表作成の基本となる事項」の「３．会計処理基準に関する事項」に記

載のとおり、親会社及び国内連結子会社の建物附属設備を除く建物の減価償却方法を定

率法から定額法に変更しております。

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、「消費者用精密機器」では、営

業利益が６１百万円増加し、「産業用精密機器」では、営業損失が１０４百万円減少し

ております。



≪所在地別セグメント情報≫
                                                                                             （単位：百万円）

                                        　　　　　　　　　　　　　　  自　平成１１年４月　１日
                                        　　　　　当　中　間　期
                                                                      至　平成１１年９月３０日

                                                                                    　消　　去
                                         日　本   北　米  欧　州  アジア  　　計　  　又は全社  　連　結

  　　　売　　上　　高

  　　　（１）外部顧客に対する売上高　  　91,740  45,928  22,082   3,092   162,844  　　　－　   162,844

  　　　（２）セグメント間の内部売上高
  　　　　　　又は振替高　　　　　　　  　54,295  　　57  　　89   1,646  　56,089  （56,089）  　　　－

  　　　　　　　　　計　　　　　　　　   146,036  45,985  22,172   4,738   218,933  （56,089）   162,844

  　　　営　業　費　用　　　　　　　　   145,814  43,100  22,011   3,982   214,909  （56,117）   158,791

  　　　営　業　利　益　　　　　　　　  　　 222   2,884  　 160  　 756  　 4,024        27    　 4,052

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。

　　　　　（１）北　米        米国、カナダ

　　　　　（２）欧　州        オランダ、ドイツ、イギリス　等

　　　　　（３）アジア        韓国、台湾、タイ　等

３．「中間連結財務諸表作成の基本となる事項」の「３．会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、親会

社及び国内連結子会社の建物附属設備を除く建物の減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業利益は１６５百万円増加しており
ます。

≪海外売上高≫
                                                                                        （単位：百万円）

                                          　　　　　　　　　　　　　  自　平成１１年４月　１日
                                          　　　　当　中　間　期
                                                                      至　平成１１年９月３０日

                                                                              　その他
                                          　北　米　  　欧　州　  　アジア　  　の地域　  　　計

    　　１　海　外　売　上　高　　　　　  　 44,807   　 25,475   　 30,855   　  4,935   　106,074

    　　２　連　結　売　上　高　　　　　                                                  　162,844

    　　３　連結売上高に占める　　　　　  　　　　％  　　　　％  　　　　％  　　　　％  　　　　％
    　　　　　　　海外売上高の割合　　　  　 27.5 　  　 15.6 　  　 18.9 　  　  3.0 　  　 65.1

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。

　　　　　　　（１）北　米          米国、カナダ

　　　　　　　（２）欧　州          オランダ、ドイツ、イギリス　等

　　　　　　　（３）アジア          韓国、台湾、シンガポール　等

　　　　　　　（４）その他の地域    中南米、オセアニア、アフリカ　等
２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。




